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先進環境対応型ディーゼルトラック等
導入に対する国の補助金制度

平成２４年度補正予算 (全国で１５億円)による国交省の先進環境対応型ディーゼルトラ
ック等導入補助の開始が決定し、本日２月２８日より、三重県トラック協会において申請
書類の受付を開始することとなりましたので、お知らせいたします。

【補助対象】（①～③の要件をすべて満たすもの）
① 車両総重量１２ｔ超 事業用 ディーゼルトラック

平成２７年度重量車燃費基準達成車で平成２１年排出ガス基準適合かつＮＯｘ･Ｐ
Ｍ１０％以上低減車
または、
平成２７年度重量車燃費基準５％以上達成車で平成２１年排出ガス基準適合車

② 平成２５年１月１５日～平成２５年３月２９日までに新車新規登録
③ ①の新車導入に伴い、長期規制(平成９･１０･１１年規制)以前の排出ガス規制に
適合する事業用トラックの廃車を伴う
＊廃車とは：使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）

に基づき引取業者に使用済自動車を引き渡しが完了している必要があ
ります。

＊廃車車両は過去１年以上所有している必要があります。

【長期規制以前の車両に該当する排出ガス識別記号例】

規制年 H11 H10 H9 H6 H2 H1 S63

排出ガス識別記号 KL KK KG KC W U S

【補助台数】 １事業者３台を上限

【補 助 額 】 通常車両価格との差額の１／２以内または車両本体価格の１／４以内
：上限１００万円

【申請期限】 平成２５年３月２９日
（申請順で受付け、予算枠に達した時点で期限前に受付終了となることがあります）

【申請手続き上の注意点】
①申請者は車検証上の『所有者』となります。使用者ではありません。
リースの場合はリース業者。

②新車新規登録及び経年車の廃車の両方が完了した上で申請ください。
③新車登録時にディーラー等によって所有権留保されている場合、所有権留保を解除
し運送事業者が所有者になった上で申請ください。

【申請手順】
①申請書の提出・・・申請書は必要書類を添付の上、正本１部、副本３部を申請者の

住所地の県トラック協会へ提出ください。（リース業者の場合は、
補助対象車両の「使用本拠の位置」の県トラック協会へ提出）

＜必要な書類＞
・交付申請書兼実績報告書 ・別紙（附則第１号様式） ・請求書（写）
・領収書（写）※添付できない場合には後日提出 ・振込先調書
・車検証(写)（所有権留保を解除した場合は、新車新規登録時の車検証(写)及び移

転登録後の車検証(写)）
・廃車車両の詳細登録事項等証明書
・廃車車両の自動車リサイクルシステムの使用済自動車処理状況検索機能画面(イン
ターネット検索画面)を印刷したもの

・リースの場合 : 自動車賃貸契約書(写)

②交付決定及び額の確定通知
国土交通省は審査の上、補助金の交付及び額の確定を行い、県トラック協会を通じ
て申請者へ連絡します。

③補助金の請求
交付決定及び額の確定通知を受けたら、補助金請求書を県トラック協会へ提出下さい。

※申請書類等は国土交通省ホームページからダウンロードするか トラック協会へご連
絡ください。
国土交通省ホームページ http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000017.html

国土交通省 → 政策･仕事 → 自動車 → 平成24年度補正予算｢先進環境対応型
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾄﾗｯｸ等の導入に対する補助｣についてに申請書類、要綱等の記載がござい
ます。

※国土交通省ホームページは、三重県トラック協会ホームページの「お知らせ」から
も参照できますので、ご活用ください。

【その他注意事項】
①年度を越えて決済される手形や割賦といった購入形態は補助対象となりません。
②今回補助を受けた購入車両は４年間保有義務が生じます。その間に売却等で
所有者を変更する場合は、原則、補助金を返還することになります。

【先進環境対応型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾄﾗｯｸ型式別一覧(ＧＶＷ12トン超クラス)】
自動車車検証上の表記において、型式の排出ガス規制適合識別記号が「ＱＫＧ」で
あって下記記載の型式であるもの

社名 いすゞ ＵＤﾄﾗｯｸｽ 日野 三菱ふそう ボルボ
ＦＴＲ ＥＸＺ ＰＫ ＦＪ ＦＫ***Ｚ Ｈ２Ｔ
ＦＴＳ ＥＸＹ ＣＫ ＦＥ ＦＰ Ｍ２Ｔ
ＦＶＲ ＦＶＺ ＧＫ ＦＨ ＦＹ
ＣＶＲ ＣＹＧ ＣＸ ＧＮ ＦＵ

型式 ＥＸＲ ＣＹＥ ＣＶ ＦＮ ＦＳ
ＥＸＤ ＣＹＬ ＣＤ ＦＳ ＦＶ
ＣＸＺ ＣＹＪ ＣＧ ＦＲ
ＣＸＧ ＣＹＹ ＣＷ ＦＱ
ＣＸＹ ＣＹＭ ＦＷ
ＣＸＭ ＣＹＨ ＳＨ
ＣＸＥ ＣＹＺ ＳＳ

※１ 登録型式に「改」が付く改造車にあっては、｢原動機｣、｢動力伝達装置｣、｢走行装置｣、｢燃料装置｣

の全てが改造されていない車両に限ります。

※２ この一覧は平成25年1月15日現在のもので、補助対象となる型式は新車の発売に伴い随時追加予定


